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京都市下京区塩小酷通堀川東八

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 《匪 呪
・変 更)

代表取締役社長 作 日入

075  - 344

注 1該 当する口には、レ印を記入してください。特定事業者以外で自主務加される事業者の方は、レ印の配入は不要です。

2「 基準年度Jと は計画期間の前年度を、 「目標年度」とは計画期間の最終年度をいいます。

3「 事業所等排出区分Jと は、京都府内の事業所等の事業活動のためのエネルギ
ーの使用に伴い発生する温室効果タスを、 f輸送車両排出区分J

とは、自動車運送事業者については使用の本拠の位置を京都府内とする車両の排出する温室効果ガスを 鉄 道事業者については保有する貨物車
両又は旅客車両のりF出する温宮効果メスを、 「その他排出区分Jと は、上記以外の京都府内における事業所等の事業活動に伴い発生する温宣効
果ガスをいいます。
4「 特配事項Jに は、平成2年度 (1990年 度)を 基準とした排出との対比やエネルギー原単位C02排 出畳、なエネ製品開発など他者の温室

効果ガス排出削減への責献、グ,―ン閣蓮の採用、特定フ■ンなどの条例指定外の温宣効果ガスの自u滋などを記入してください。

京都府地球温暖化対策条例第18条第1項 (第18条第2項、第18条第3項)の 規定により提出します。

特定事業君の

主たる業種

電気 `電子機器製造、販売

該当す る事業

者要件
影 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギ

ー使用軍業者 (原油に換
算して1,500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック
又はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規貝」第 10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に換算して3,000トン以上))

「

I~

計 画 期 間 平成  18 年 4 月 平成 20 年 3 月

基 本 方 針 国内グループでは、京都議定書で定められた日本の温室効果ガス削滅 目標を受けて、 2010年 度にCO

2排 出量を 1990年 度比 8 6%削 減の目標を掲げ、 2010年 度までの各年度目標を達成する。

推 進 体 制 環境担当執行役員を長 とする 1グル
ープ環男委員会」の亘要テ｀ の 1つ と して温暖化対策 を推進,

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

年 度 設備 、対象、工程等 計 画 内 容

18～ 1 9 全部門共通 空爾温度の適正化、離席時のPCモ ニター電源OFF、 こまめな消灯など日付管理の徹底。

18～ 19 全部門共通 空醸、熙明、紳源観備のインタ`―夕制御等による運転効雫化と省エネタイブヘの更新6

18～ 1 9 生産部門 歩留まり向上による生産段備稼働時間やアイ ドツング時間の短縮等の運転効率化。

18～ 1 9 研究開発部門 実験段続やクツーンルーム等の運転効率化。

18～ 19 営業 ・スタンフ部門 鶏務効申向上による業務時阿短縮。

温室効果ガス
の排出量等 」F出区分

基宰午慶 (英寝'

(17)年 度
(二酸化炭宗決算 〈t))

日棟年 度 (計回 ,

(19)年 度
(二酸化炭宗換算 (t))

目」滅 準

(計画 )

(%)

A事 業所等排出区分 14,340  t 14,015  t -20 %

B輸 送車両排出区分 O   t O  t 00 %

Cそ の他排出区分 O  t O  t 00 C/n

排出合計 キ1               14,340  t 2             14,015  t -20 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

取組量等 (二酸化涙 乗換寡 くt

森林の保全及び整備 〈整備面積) O ha (吸収と) 00 t

府内産の本材 の示け用 (利用■) O ma 〈削減量) 00 t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売電曇) 0 1wh (削減遺) 00 t

(熟供給畳) O GJ 〈肖J滅曇) 00 t

グ リーン電力の購入 (購入重) O kwh 〈削減曇) 00 t

削減量等合計 ■3              0 0  t

差引排出量

〈排出合計一削滋等合酎)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

Ⅲl               14,340  t (●2)―く'a)         14,015  t 20 %

特 記 事 事 2000年 完成の京都事業所、2003年 完成の京阪奈イノベーションセンタは環境に配慮し、太陽光発電や
ヨージェネレーションシステム、氷蓄熱システム、床吹き出し空調など省エネのためのハイテク技術を導入。
発電の排熱を冷暖房や給湯などの用途に有効利用するコージェネレーションシステムを主要事業所に導入。
2005年 度の発電量は880万 kWhで 、そのC02削 減効果を火力発電のC02排 出係数と比較する方法で

算定した場合、基準年度および目標年度の排出量は約 2, 700ト ン (約18%)少 なくなる。
京都議定書目標達成の補完策として、CDMプ ロジェクトで獲得される排出権を2008年 度から購入。
C02以 外の温室効果ガスやフロンは早い時期から削減に取り組み、京都府下の事業所の排出は0ト ン。
2005年 度のエヨプtダ クツ使用による省エネ効果は約 986万 kWh、 C02換 算で約4, 150ト ン。
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